予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費　　　
	事業名　魚苗センター種苗生産能力増強事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農政課　水産振興室　水産係　電話番号：058-272-1111（内2892 ）

　　　　　E-mail： c11411@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　    570,133千円（前年度予算額： 114,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	114,000
	29,000
	0
	0
	0
	0
	0
	85,000
	0

	要求額
	570,133
	262,271
	0
	0
	0
	0
	0
	307,800
	62

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
   ・本県の鮎漁獲量は1719ｔ（H4）をピークに218ｔ（H26）まで減少、この原因として冷水病の蔓延、放流サイズの大型化による放流尾数の減少（1973万尾→1122万尾）、天然資源の減少が上げられる。

・冷水病菌を持たない、海から遡上した天然遡上鮎由来の人工産種苗を早く小さなサイズで放流すれば、病害を防止して、放流尾数を増加させ、遡上鮎を増やすことができる。

・そのためには、放流種苗を安定生産できるように、天然遡上鮎を親魚に養成する施設と、人工種苗生産施設の増設が必要である。
・県魚苗センターは天然遡上鮎由来の人工種苗を生産できる県下唯一の機関
である。
（２）事業内容

   ・天然遡上鮎を親魚に養成する施設の基礎、飼育池、建物の建設など第一期工事を行う。
　 ・種苗生産施設の基礎、飼育池、建物の建設など第一期工事を行う。
　 ・（一財）岐阜県魚苗センター関事業所の漏水する飼育水槽を改修する。
（３）県負担・補助率の考え方

・（一財）岐阜県魚苗センターの施設は一部を除き県有であるため、本事業は県が主体となって実施する必要がある。
・両施設整備ともに国交付金「強い水産業づくり交付金」を活用。
（４）類似事業の有無
類似の事業はない。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	旅費
	216
	東京、美濃市、関市への旅費

	需用費
	150
	図書、文具、消耗品類

	役務費
	30
	郵便、電話料

	工事監理費

	1,761

	【公共】建築工事に関する工事監理の委託

種苗生産施設　1,020千円、親魚養成施設　741千円　

	種苗生産施設
第一期工事費
	303,331

	【公共】＜美濃事業所＞　

基盤整備、飼育池、種苗生産棟の建設

	親魚養成施設

第一期工事費
	197,107
	 【公共】＜関事業所＞　

基盤整備、飼育池、種苗生産棟の建設

	取り壊し工事費
	20,784
	種苗生産施設 10,074千円 親魚養成施設 10,710 千円

	高架水槽更新
	45,173
	【公共】＜関事業所＞飼育池の漏水対策

	高架水槽取り壊し
	1,581
	 高架水槽取り壊し

	合計
	570,133
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
新たなぎふ農業・農村基本計画の重点施策「鮎王国ぎふ復活プロジェクト」（平成28年3月策定）に係る中核事業である。
（２）国・他県の状況

　　種苗生産施設は、県直営の場合と財団法人等が担う場合があり、後者の場合には施設面（県有）や財政面で県が助成している。
（３）後年度の財政負担
　　親魚養成施設と種苗生産施設は、平成29年度に第二期工事を実施する予定で、いずれも国交付金「強い水産業づくり交付金」を活用予定
（４）事業主体及びその妥当性
　　（一財）岐阜県魚苗センターの施設は、一部を除き県有であるため、本事業は県の負担で実施する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
鮎の漁獲量を（一財）岐阜県魚苗センターの増設・改修計画（第一期工事）が終了し、施設が本格稼働する平成32年までに350ｔに増加させる。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	漁獲量

	218t
（H25）
	（H  ）
	218t
（H25）
	218t
（H26）
	350ｔ
（H32）
	％


	全国順位
	３位
（H25）
	（H　）
	３位
（H25）
	３位
（H26）
	１位
（H32）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（一財）岐阜県魚苗センター関事業所に親魚養成施設と同センター美濃事業所に種苗生産施設を整備するための実施設計を行った。
　同センター美濃事業所の老朽化した電気設備及び井戸ポンプを更新した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

電気設備及び井戸ポンプの更新により、平成27年度も計画生産量（51ｔ）を上回る60ｔの放流稚鮎を生産し、県下の漁業協同組合に他県産よりもおよそ一割安い価格で供給した。　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	鮎が岐阜市レッドリストの準絶滅危惧種となるなど、鮎の漁獲量の減少は社会問題化しつつある。天然遡上アユ由来の人工産種苗の生産を拡大して放流するという本事業の取組みは、天然遡上アユの増加を促進するだけではなく、世界農業遺産の申請においてＰＲしている長良川システム（里川における人と鮎のつながり）を推進するものであるため、県が実施する必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
○種苗生産場における井戸水汲み上げは、近隣の美濃市上水道の水源に影響しない範囲でしか認められないため、必要量の井戸水を確保するために建設予定地外に井戸を掘削しなくてはならない可能性がある。
○魚苗センターの既存施設が老朽化しており、計画的な改修・改築により施設の長寿命化を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　（一財）岐阜県魚苗センターは、県下の鮎放流量のおよそ半量（約60ｔ）を供給している。このことは良質な鮎種苗の安定供給だけではなく、種苗価格の低下（S60：5,900円／Kg→H27：3,400円／Kg）に貢献した。近年は、計画生産量（51ｔ）を上回る生産を続けており、それを安定的に維持するためには、今後とも本事業を推進する必要がある。


